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１．件名 

アクセス道路管理建屋用コンテナハウスの購入 

 

２．目的 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構(以下、「原子力機構」という。) では、新たに

原子力科学研究所南側の進入路（アクセス道路）の整備にあたり、構内の入口付近に入退管

理や緊急対応体制の強化のための安全管理を担う建屋を整備する。本件は、管理建屋のため

のコンテナハウスを購入し、その機能を確保するために必要な設備の設置及び据付調整を

行うものである。 

 

3．購入品の仕様 

（１）コンテナハウス型式・構造概要 

 メーカー：㈱ナガワ 

型式：SH-H５６A 型３連棟（特注品）    １棟  相当品可 

構造：ユニット型軽量鉄骨造の平屋建て 

 寸法：約 6.9m×5.5m 床面積：約 37 ㎡ 

 基礎：布基礎としメーカー指定仕様・工法とする。 

土間：建物周囲にコンクリート土間を設置し、主出入口に雨水侵入防止ために金属側溝 

を設けること。 

内装品等：簡易間仕切り（添付参考図面参照） 

     水洗ウオシュレット付きトイレ： 1 箇所 

     電気温水器付き流し台： 1 箇所 

壁掛けエアコン（和室 14 畳仕様）： ２台 

照明(省エネタイプ):安全、快適に室内で作業等ができる照度を確保すること。 

コンセント：（添付参考図面参照）OA タップ含む  

換気扇： ２台 

OA フロア 50(樹脂タイプ、床タイルカーペット仕上げ) 

 窓にはブラインド付属（トイレ・流しの窓は全て型ガラスで対応すること） 

 詳細については、添付の参考図面を参照すること。また、上記の仕様を満たす相当品を選

定した場合には、詳細を網羅した使用材料一覧を提出し原子力機構担当者の承諾を得る

こと。 

（２）付属設備等 

・指定供給元等より給水・汚水配管施工及び電気盤からの電源の引込みも合わせて実施す 

ること。 

・火災報知器 

・ソーラー充電式外灯 １灯 



（３）諸官庁への手続 

本件は、建築基準法上の建築物にあたるため、建築基準法で必要な手続及び各種法令上の

手続なことは事前に請負者がすべて行うこと。また手続完了後、速やかに発注者へ報告をす

ること。 

 

4．設置時の施工及び技術に関する注意事項 

（１）本件は、周辺監視区域フェンスに隣接し保安上重要な場所での作業となるため、核物

質防護上 PP 区域内での作業実績がある受注者が実施すること。 

（２）作業時には、J-PARC センター現場責任者の認定を受けた者が現場に常駐して対応 

すること。 

（３）電気設備については原子力科学研究所の電気工作物保安規則を十分に理解してから、

必要に応じて審査の手続申請を行うこと。 

（４）設置した製品は、作動上問題が無いことを確認して引き渡すこと。 

 

5. 支給品・貸与品 

  本作業に使用する電気、水の支給は無償とし、資材等を仮置きする敷地も無償とする。 

 

6．納期 

令和９年３月 19 日（金） 

 

7．納入場所 

茨城県那珂郡東海村大字白方 2-4 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構  

原子力科学研究所 構内 

 

8．引渡し検収条件 

 検収は、原子力機構立会いのもとで実施する。検査の内容、方法等については以下のとお

りとし検収合格後に引渡しとする。 

（１） 現地検査 

設置状況、建築確認申請書、建築確認検査済証及び建築に必要な諸届出書について当機構

立会いのもとに確認する。 

（２）提出書類 

以下の書類を提出すること 

建築確認申請書類（副本） ・・・・・・・・・1 式 

建築確認完了検査済証   ・・・・・・・・・1 式  

その他必要な書類(その都度) ・・・・・・・・1 式  



9．グリーン購入法の推進 

（１）本契約において、グリーン購入法(国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律)に適用する環境物品(事務用品、OA 機器等)が発生する場合は、これを採用するものと

する。 

（２）本仕様書に定める提出図書(納入印刷物)については、グリーン購入法の基本方針に定

める「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

10．協議 

本仕様書に関して、あるいは記載のない事項について疑義が発生した場合は、原子力機構

及び受注者双方協議の上対処するものとする。 

 

１1．その他 

受注者は業務を実施することにより取得した当該業務及び作業に関する各データ、技術

情報、成果その他すべての資料及び情報を原子力機構の施設外に持ち出して発表もしくは

公開し、または特定の第三者に対価を受け、もしくは無償で提供することはできない。ただ

し、あらかじめ書面により原子力機構の承認を受けた場合はこの限りではない。 

以上 

 

図１ コンテナハウス平面図（参考図） 



 

図２ コンテナハウス立面図（参考図） 

 

 

図３ コンテナハウス布基礎参考図 


